
 

京都市産業廃棄物実態調査の実施状況 

 

１ 調査の趣旨・目的 

 市域の産業廃棄物処理の実態等を把握するとともに，今後の計画の見直しや施策の 

在り方を検討する基礎資料とする。 

 

２ アンケート調査の対象 

（１）送付数    

約８，０００（業種別内訳は裏面参照） 

（２）使用名簿   

事業所母集団データベースからダウンロードした京都市内の事業所名簿 

（３）抽出方法 

   業種別，規模別に無作為抽出（産廃の排出量が多い業種は抽出率大） 

 

３ アンケート調査の内容（各調査票は別添のとおり） 

（１）産業廃棄物処理実態調査票 

項 目 主な内容 備考 

①事業所の概要 事業内容，規模，廃棄物の発生

の有無 

・対象の業種に応じた調査票を作成

する。 

・回答結果が異常値を示す場合は，

市に提出された報告書でチェック

する。 

・水銀添加製品については中間処理

までの流れを調査し，その後，  

中間処理業者に個別にアンケート

を行い，最終処分先等を確認する。 

②産業廃棄物の 

 処理実態 

産業廃棄物の種類，発生量， 

処理・資源化の方法・委託先 

熱回収の有無※， 

最終処分先の名称及び所在地※ 

③水銀を含む製品※ 

（水銀添加製品） 

水銀添加製品の種類※， 

使用・保管・廃棄の量※， 

処理の方法・委託先※ 

 ※ 前回の実態調査から新たに追加した項目・内容 

 

（２）産業廃棄物の処理等に関する意識調査票 

項 目 主な内容 備考 

①適正処理・法令 

 遵守の取組 

廃棄物の分別，処理状況の確認， 

マニフェストの交付・管理等 

・計画に掲げた施策に関し，主に次

の事項について状況を調査する。 

 ①排出事業者への指導のポイント 

 ②処理業者やリサイクル施設の 

   情報提供 

 ③産廃チェック制度 

・事業者の規模別，業種別に，適正

処理・再資源化等を推進するため

の課題を分析する。 

②産業廃棄物処理 

 業者の選択方法 

業者情報の入手先，市ＨＰの 

利用状況，選択時の考慮事項 

③京都市による 

 指導・啓発状況 

指導の有無・効果， 

産廃チェック制度の認知度 

④減量・資源化等 

 の取組 

減量・資源化の取組，３Ｒ支援センター

の利用，環境マネジメントシステムの活用 

⑤京都市の施策 

 への意見 
― 

 

資料４ 



４ 処理業者に対する調査 

 ３（１）のアンケート調査で把握した処理委託先（処理業者）に対し，別途，アンケ

ートや聴取りにより必要な調査を行う。 

 

５ 進捗状況等 

（経過） 

 26. 8. 4   

  ～11月    

   12月上旬  

 

調査委託先を決定 

調査票の作成，統計法に基づく届出，データベース利用申請など 

調査票の送付 

（予定） 

  12月下旬 

   12.26  

  12月中旬～   

 ～27.1月   

    2月上旬 

    2月中旬 

  ～2月 

  ～3月  

 

督促状発送 

調査票回答期限 

中間処理業者等に対する追加調査票の発送 

中間集計 

中間報告   

第３回３Ｒ推進会議に概要報告 

最終集計 

報告書の作成 

 

 

 

【参考】業種別調査票発送件数（抽出数） 

業 種 市内事業所数 抽出数 抽出率 

農業・林業・漁業 ７２ ５７ ７９％ 

鉱業，砕石業，砂利採取業 ３ ３ １００％ 

建設業 ４，７８４ １，７４６ ３６％ 

製造業 ８，７２７ １，６９４ １９％ 

電気・ガス・熱供給・水道業 ６３ ６３ １００％ 

情報通信業 ９２６ １１５ １２％ 

運輸業，郵便業 １，３３５ ４１５ ３１％ 

卸売業，小売業 ２０，３３６ ６５２ ３％ 

金融業，保険業 １，００３ ８４ ８％ 

不動産業，物品賃貸業 ６，４０７ １３１ ２％ 

学術研究，専門・技術サービス業 ３，３０３ １８２ ６％ 

宿泊業，飲食サービス業 １１，３８７ ３１６ ３％ 

生活関連サービス業，娯楽業 ５，５８３ ２５８ ５％ 

教育，学習支援業 ２，５１４ ６９ ３％ 

医療，福祉 ５，２０５ ２，０５２ ３９％ 

複合サービス事業（郵便，協同組合） ２９２ ６ ２％ 

サービス業（他に分類されないもの） ５，３１５ ４１１ ８％ 

公務 ２１９ ７ ３％ 

計 ７７，４７４ ８，２６１ １１％ 

 

 


